記 録

第１５回(平成２３年度第２回)
総合育成支援教育の今後のあり方検討プロジェクト会議　
１　日　時

平成２４年２月１４日（火）１４：００～１６：００
２　会　場

京都市総合教育センター　第２研修室
３　出席者等　
　　（１）出席者

　中瀬　惇　　　（就学指導委員会委員長　※委員長）　

　　　　　　清水　稔之　　（指導部担当部長　※副委員長）
　　　　　　太田　正已　　（千葉大学教育学部教授）

　　　　　　今村　壽子　　（元養護学校長）

津久井美輪　　（幼P連代表・みつば幼稚園）
　　　　　　鈴川　慈子　　（小P連代表・御室小学校）
　　　　　　上田　清　　　（中P連代表・蜂ヶ岡中学校）
　　　　　　白樫　千鶴　　（高P連代表・伏見工業高等学校）

内田　寿恵　　（総P連会長・白河総合支援学校）
　　　　　　東南　善明　　（幼稚園長会代表・翔鸞幼稚園長　※代理出席）
　　　　　　尾張　惣一　　（小学校校長会代表・川岡小学校長）
　　　　　　永井　実　　　（総合支援学校長会長・呉竹総合支援学校長）
　　　　　　梅原　郁子　　（小学校総合育成支援教育主任代表・室町小学校教諭)

　　　　　　竹中　聖　　　（中学校・総合支援学校総合育成支援教育主任代表・洛南中学校教諭）

　　　　　　長谷川亜美　　（総合支援学校支援部長・呉竹総合指導教諭)

　　　　　　居内　学　　　（障害保健福祉課長）

　　　　　　新田　正　　　（学校指導課統括首席指導主事）
　　　　　　西村　弘滋　　（学校指導課統括首席指導主事）
　　　　　　山本　英生　　（総合育成支援課長）
　　　　　　中東　朋子　　（総合育成支援課首席指導主事）
　　　　　　浜口　雄二　　（総合育成支援課指導主事）
（２）欠席者　
佐藤　克敏　（京都教育大学発達障害学科准教授）

衛藤　明夫　（中学校校長会代表・大宅中学校長）
関目六左衛門（高等学校長会代表・西京高等学校長）
兒玉　貴志　（児童福祉センター発達相談課長）
河村　広子　（学校指導課長）
（３）その他
司会：坂本　貴文（総合育成支援係長）
４　内　容

（１）中瀬委員長挨拶
（２）委員紹介

（３）事務局（総合育成支援課）からの説明・報告
①　冨家指導主事から
　　・平成２３年度総合育成支援教育アンケート結果の分析と課題解決に向けて（資料１）

　　

　②　中村指導主事から
・就学相談制度の今後の方向性について（資料２）　　　　　　

　

③　田村指導主事から
・総合支援学校の児童生徒数の増加への対応について（資料３）
④　田岡指導主事から

・就学支援シートの活用について（資料４）
　（４）意見交換（主な意見等）

平成２３年度総合育成支援教育アンケート結果の分析と課題解決に向けて
（鈴川委員）校種間の引継ぎについて，市立小から私立中に進学する際は，どのように取り組まれているのか。
（尾張委員）特に気になる児童については電話など口頭で伝達している。
（鈴川委員）伝達は保護者が了解したうえで行うのか。

（尾張委員）了解していない場合もある。
（清水委員）保護者が子どもの障害を認知していない場合は了解を得ることができない。

（中瀬委員）年々，校種間の引継ぎが行われるようになってはきているが，やはり保護者自身が引継ぎがしっかりと行われるように積極的に学校等に働き掛けることが大切である。
（太田委員）①ＬＤ等気になる児童生徒の割合が年々増加している要因はどう考えているか。②また，小学校よりも中学校の割合が低い傾向があるが，その要因は何か。
（事務局・冨家）①については，教員の気付きが増えていることが挙げられる。また，保護者からの早期相談が増えていることもある。②については，小学校高学年，中学校へと上がるにつれて二次障害を伴い，生徒指導上の課題のある生徒として捉えられている可能性がある。
（太田委員）個別の指導計画の作成における保護者の係わり方について，具体例はあるか。

（竹中委員）保護者懇談の機会を利用して意見を聞くことが多い。目標と達成の関係を分かりやすく示すため，個別の指導計画と通知表がリンクするように作成している。 
就学相談制度の今後の方向性について
（津久井委員）就学相談の制度や取組について保護者はあまり知識を持たないので，学校から保護者にしっかりと説明してあげてほしい。教員が説明できるように研修もしてほしい。
（事務局・中村）新入学児童の保護者に対する情報提供については，「出会いとふれあいのオープンスペース」（育成学級・通級指導教室等見学・説明会）の場で制度・取組等の説明を行っている。今後も積極的に情報提供を進めていく必要がある。
（鈴川委員）就学に関わる教育相談のための発達検査事業の結果開示について，母親の立場としては文書開示が望ましい。結果を口頭で聞くだけでは専門用語が難しく家族等へもうまく説明できない。 

総合支援学校の児童生徒数の増加への対応について
（太田委員）総合支援学校高等部生徒数が増加しており，それに伴って職業学科の定員枠の拡大等を図ってきているが，地域制の高等部生徒の障害の程度は重度化しているのか。
（事務局・田村）職業学科に就労を目指せる生徒が集まるため，相対的には地域制が重度化しているといえる。

就学支援シートの活用について

（津久井委員）就学支援シートの内容は，保護者がこれを記入することで小学校へ就学するまでに子どもが備えておくべきことが分かるような項目になっており，有用であると思う。発達の遅れや発達上の不安がある子どもの保護者だけでなく，全保護者を対象にしてはどうか。
（鈴川委員）同意見である。全員が提出するものならば，躊躇せずに提出できるのではないか。
（清水委員）あくまで発達の遅れや発達上の不安がある子どもの情報を引き継ぐためのものとして作成したものであり，全保護者が提出するものとするのは教職員の事務容量からも難しい。
（長谷川委員）育支援センターへの就学前施設からの相談が増えている。以前よりも就学前施設の教員の気付きが広がっているのを感じている。就学支援シートは有効に活用されていくと思う。
（今村委員）問合せ先として，保護者に身近な地域の子育て支援センターも加えたらどうか。
（事務局・田岡）限定的に試行実施を行っているところであり，問合せ先も限定している。今後検討していきたい。
（太田委員）意義ある取組であるが，一方で教員の負担も考慮しなければならない。すべての保護者が提出するものとするには，他の書類と重複する中身のものがないかなど，慎重に整理・調整することが大切である。
（中瀬委員長）本日の協議の中で，子どもだけではなく保護者への働き掛けも重要であると感じた。保護者が気軽に相談できるような場の整備についても考えていくべきである。
（５）清水副委員長挨拶
